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研究ノート
地城経済論から見た
大阪活性化のデザイン
守 谷 基
1. アメリカに見る「ミクロの復活」の教訓
2. 経済理論の地域経済論への適用とニュー・コンセプトの導入
1)都市衰退モデル (W・ボーモル=W・オー ツ）
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2)提供公共財量と税率の最適組合わせを求めての「足による投票 (voting
with feet)」(C・ティー ボー ）
3)「制度デザイン」，「範囲と連結の経済性」，「組織の革新・競争」，「分担
経済体制」（宮澤健一）
4)立地論の立場からの脱「国境」の経済学 (P・クルーグマン）
5)ニュー・コンセプトの導入
3. 主要指標および経済活動から見た大阪経済の特徴
1)製造品出荷額，輸出入額，地場産業，高齢化率，世帯当り乗用車保有
台数，持ち家比率，道路舗装率等で比較優位に立つも，生産・分配国民
所得，消費支出，財政・金融面で格差目立つ大阪府経済（東京都との対
比）と新総合計画（大阪府， 91年9月）
2)工業の他，商業・貿易の実績でも比較優位に立つも，生産，分配，金
融面の代表的マクロ指標や大企業の集中度での格差縮まらない大阪市経
済（東京都区部との対比）と総合計画21(大阪市， 90年10月）
4. 大阪湾ベイエリア開発とその期待度
1)大阪都市圏を支える大阪港と大阪市大阪湾臨海地域
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2)「大阪湾ベイエリア開発整備のグランドデザイン」
（大阪湾ベイエリア開発推進協議会， 90年4月），「マリン・コリドール
計画」（大阪湾新社会基盤研究会， 95年8月）と関空など大規模プロジェ
クトなどの経済効果 その光と影—
5. 大阪活性化のための提言とポリシー
—広域循環，ネットワーク化，ボーダレス化のうねりと，制度転換・
地域活性化へ向けてのクリエイティブな動き一―-
1)近畿長期ビジョン戦略と大阪活性化に関する政・財・官各サイドから
のコメント
2)経済のボーダレス化の中での大阪活性化のデザインとポリシー
—地方分権化，広域化，制度転換と地域活性化へ向けてのクリエイ
テイプな動き―
1. アメリカに見る「ミクロの復活」の教訓
マクロは強いがミクロが病んでいる日本， ミクロは元気だがマクロがだら
しないアメリカ―両国の経済は，日米構造協議相互の主張に代表されてい
るように極めて対象的である。
アメリカのマクロ経済の状況は，貯蓄•投資のバランス式， X (輸出）ー M
（輸入）= s (貯蓄）ー I(投資）+T (租税）ー G (政府支出）に見るように，
貯蓄率は落ち込んだままで，貿易赤字や財政赤字をとても国内貯蓄では埋め
られない。その分， ドルの基軸通貨を最大限，利用して，外国の貯蓄に依存
し，対外負債残高は膨張を続ける。ところがアメリカのミクロは極めて威勢
が良い。サマーズ財務長官が「来るべきアメリカの世紀」と題する論文の中
で，「民間部門が見事に再生を果たし，将来へ向けての競争力を確保した。民
間企業は新技術の開発で世界をリードし， 21世紀には最も成長力のある分野
でパイオニアとしての地位を持続しうる」と豪語しているのが印象的である。
ドル安は，結果的にはアメリカ産業の対外競争力を強め，アメリカ経済界は
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ドル安をテコに「ミクロの復活」が強固なものになってきている。
これに対して，日本では景気も低速ながら回復基調に入ったというのに，
企業の収益•投資循環はなかなか良くならない。金融機関もバブル崩壊の後
遺症で不良債権の処理に汲々として貸し出し意欲も消極的である。
こうしたアメリカでの「ミクロの復活」に日本が学ぶべき第1の点は，ア
メリカ産業を再生させた産・官・学一体となった危機意識をテコにした体質
改善と制度変革への意欲的な取り組みである。大和総研アメリカチーフ・ア
ナリストの松木輝和も指摘するように， ドラスティックな規制緩和やドル安
といった外部環境および景気の好転を利用して，製造業，非製造業を問わず
広範な分野で，高水準の情報化・合理化投資による生産性向上と労働コスト
抑制ないし人員カット，不採算部門の縮小・撤退，事業再編などのリストラ
クチャリング（事業内容の再構築）や，ビジネスプロセスそのものを見直す
リエンジニアリング（業務の根本的革新）の動きが，アメリカでは依然，進
行していることである l)。アメリカでは， 80年代以降の規制緩和と市場競争の
進展に裏打ちされた「市場の力」のスケールの大きさと，アメーバのように
新市場を生み出す機動的で柔軟なマーケットメカニズムが， リストラクチャ
リングとリエンジニアリングを可能にさせた。リエンジニアリングは，日本
企業が新製品開発で多用する職能横断的チームに，アメリカ企業の方で，情
報技術を組み合わせて，縦割り組織を顧客志向のくしで貫徹しようとするト
ップダウンの革新である。柔軟なマーケットメカニズムの一つが，債権流動
化市場の拡大であり，他は投信市場の大成長であった。日本でも，ょうやく
94年以降，金融機関の不良債権償却制度の見直しと並んで証券化による債権
流動化など，市場機能を活用したリストラ対策導入の機運が高まっているよ
うである2)0
第2の点は，規制緩和および分権制下でのアメリカ大都市のアーバン・ル
ネッサンス（都心地区の再活性化）とリンケージ政策である。これらアメリ
カの経験については，成田孝三の解説に若干の私見も交えて紹介しておこう。
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「80年代に先進国の大都市で進展したリストラクチャリングは，まず機能
面で「世界都市」化，具体的にはグローバルな金融センター化，多国籍法人
組織の管理中枢化が発現し，それを受けて物的側面における改変，つまり都
心地区やウォーターフロントにおける大規模再開発であり，後者にあっては，
テレポート，新種交通機関等のインフラ整備とオフィスや高級住宅の供給が
共通項目であった。こうしたリストラクチャリングを推進する都市政策は公
共投資の削減，規制緩和，民間活動への依存等を特徴とするものであり，こ
れら一連の動きはアーバン・ルネッサンスと称された。その結果、「世界都市」
化で再生した都心地区と再生から取り残されたインナーシティとのコントラ
ストが強まり，リストラクチャリングの下，ィンナーシティにとって必要な
公共投資が削減された。こうした分極化を是正するため後者の社会的・物的
な活性化にも及ぶような施策が必要とされるようになった。 3)」アメリカの場
合，多くの都市は1970年代中頃以降，ルネッサンスを経験したが，都市の活
性化が都市内の空間を分有する異なる所得階層近隣間の不均等を拡大すると
いう富裕者と貧困者の同時存在は， 1980年代までのアメリカで最も顕著であ
った。だが，その中にあって「都心地区計画が真に有効な計画であるために
は，都市やその近隣地区の一般的な社会問題に対処するものでなければなら
ない」との観点から， 1980年代に，急激な成長がもたらすマイナス効果の緩
和を意図した成長管理型のサンフランシスコとシアトルの計画，雇用と税源
を拡大するために民間の経済開発を最大にしようとする成長指向型のクリー
ブランド，デンバー，フィラデルフィアの計画，成長指向だがその問題点に
も配慮したポートランドの計画が策定・実施された．
こうしてアメリカでは1981年のサンフランシスコ市による採用に始まり，
すでに10指に近い都市でリンケージ政策が実施されている 4)。リンケージは，
ここでは，アーバン・ランド研究所の規定による「地域社会のニーズに対応
するため，繁栄している部門から病んでいる部門に強制的に資金を移転させ
ること 5)」という最広義の意味に解したい。なぜなら、当初はもっぱら住宅リ
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ンケージが追求されたが，次第に対象が交通・保育・公園等の諸施設，雇用
促進，マイノリティの事業援助，銀行に対する地域への融資等に拡張されて
いったからである6)。そして80年代のアメリカにおけるリンケージ政策の出
現の背景および採用には，① 「世界都市」化とも関連するアーバン・ルネッ
サンス，②都心地区の活力つまり負担金を払ってもそこで活動したいという
立地上のメリット，③開発の費用・効果分析の必要性，④環境影響調査制度
と開発負担金徴収制度の存在，が前提となる”。
大阪もまた「世界都市」化ないし「アジアの中の大阪」によって大阪湾ベ
イエリア開発および都心地区の両活性化つまり大阪ルネッサンスを國ろうと
している。ただ，「関西は一つ」という広域的観点から，特に関西経済連合会，
関西経済同友会等，財界サイドから，時として大阪が関西に置き換えられる
こともある。また大阪港の経済的役割を重視すると大阪都市圏（大阪市都心
部から半径50キロ圏）という圏域を，東京都市圏などに対比させる考え方（大
阪市港湾局「PORTOF OSAKA」(1995年））もある。
「地盤沈下」からの脱出を図ろうとする大阪では，大阪湾ベイエリアおよ
び都心地区への建築投資に偏った集中的投資が行われ，いわゆる二極分化を
強めている傾向が見受けられるので，耐震災も取り込んだリンケージ政策を
検討・実施していくことが急務である。アーバン・ルネッサンスが文字通り
都市全体の再生を意味するなら，アーバン・ルネッサンス（繁栄している部
門）のインパクトがインナーシティ（病んでいる部門から優先的に）のヒト・
モノ・カネのフロー化とストック化を通しての社会的，経済的な活性化にも
波及するようにすべきである。そして，その実現のためには，地方分権，政・
官・業の癒着の一掃，規制緩和，在来の制度・慣行の改編（トランスフォー
メーション），広域循環化等が必要条件となろう。これは同時に，上記のイン
フラ投資の産出効果，企業進出，新産業・ベンチャービジネスの湧出効果に
よる，いわゆる「ミクロの復活」を通してのマクロの押し上げにも繋がるこ
とになるのである。
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2. 経済理論の地域経済論への適用とニュー・コンセプトの導入
1)都市衰退モデル (W・ポーモル=W・オー ツBl)
ボーモル，オーツによる都市衰退モデルは，中心都市や大都市圏の「累積
的」な衰退過程を定式化したものである。
まず今期 tの衰退指標Dtは人口や産業の動きを通じて，次期 (t+ 1)に
おける都市の 1人当り所得 yt+lに影響を与える。
Y1+1 = a -bD1 (b > 0) 
つまり，今期の衰退指標（老朽住宅数）が増加するならば，高所得層の都市
からの流出や低所得層の都市への流入によって，次期の所得水準は低下する。
所得の低下は，一層の衰退指標を増加させる。
D戸 c-dY1 (d> 0) 
以上の 2式より都市の所得の変化を示す動学式が求められる。
Y1+1 = a -bc+bdYt (bd> 0) 
このモデルを使った都市の衰退過程における都市政策の短期的対症療法
は，一時的な所得補助や公共住宅政策であり，その長期的根本療法は，社会
資本の再配分，売上税ないし消費税などの自治体への地方分権，税率・補助
金率の変化も含めて，より基本的なインセンティプや需給パターンの制度変
更策である。また，この理論は，これまでの野放図な従来の地域振興策や地
域格差是正策に対する大いなる警鐘といえよう。
2)提供公共財量と税率の最適組合わせを求めての「足による投票 (voting
with feet)」(C・ティーボー9))
ティーボーによれば，各自治体は投票の多数決によって地方公共財の量と
その対価である税率を一律に決定すると共に，各個人は地方自治体の間を自
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由に移動して，自分の効用を最大にするような公共財の量と税率の組み合わ
せを提供する自治体を選ぶことによって，自分の公共財に対する真の選好（地
方公共財のパレート均衝の達成つまり最適居住状態の成立）が可能になる，
というのである。こうしたティーボー理論の説く最適居住のためには，各個
人の側のモビリティ（移動の自由）を高めることが必要である。多くの人が
過密による混雑があっても，大都市居住の魅力と効用があれば，「足による投
票」でその大都市を選ぶのである。こうした都市集中の最も重要な経済原理
の一つは，「集積の経済」と云われる外部性である。
3)「制度デザイン」，「範囲と連結の経済性」，「組織の革新・競争」，「分担
経済体制」（宮澤健一）
宮澤によれば，今日ほど，市場メカニズムの欠陥と限界が，具体的な問題
のレベルで意識されるようになった時代はない。逆に今日ほど，価格機構の
働きと役割の重要性が認識され，計画経済の中にも公共的活動の中にも，競
争メカニズムの導入による効率化が求められている時代もない。こうした市
場の価格メカニズムに対するパラドックスとも云える二面的な要請に同時に
応えるには，一方では，制度デザインによって，市場メカニズムの運動場面
を本来のあるべき位置に閉じ込めて，金銭による侵害から社会的利益と基本
的権利の領域を守ること，他方では，制度設計によって，分権化する価格メ
カニズムの効率的な作動範囲を拡大し，効率性ある活動成果の達成を図るこ
とである10)。
宮澤のこうした「制度デザイン」の理論構築は，まず，地域経済論での分
権制の潮流と規制緩和を是認し，次いで，「世界都市」化を目指す大都市のリ
ストラクチャリングを通してのベイエリア開発や都心地区の再活性化つまり
アーバン・ルネッサンスと開発・再生から取り残されたインナーシティヘの
リンケージ政策に，大きな支持を与えることになる。
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次は，産業組織と「範囲の経済性」対「連結の経済性」の関連について，
宮澤の以下のような理論的指摘がある。今日，情報化・サービス化と並んで，
業際化の動きが進展している。情報化とは，単なる情報化ではなくて，情報
ネットワーク化なのであり，また業際化とは，単なる業際化なのではなくて，
情報を媒介とする業際化なのである。情報を媒介とする業際化には，全く別
の技術を連結させて，新しい技術，新しい製品を開発していく「技術面での
融合化」の進展と，本業分野から異業種分野への進出率を高め，業態開発，
需要開発を含め，新しい活動を広めるという「市場面での融合化」の進展が
ある。この両面からの，競争を伴ったフュージョン化（融合化・融業化）こ
そ，業際化の実体である。そうした動向を推進するものとして，かつてのエ
業化社会における「規模の経済性」に代わって，単一主体の立場から製品の
範囲を拡げる多角化による「範囲の経済性」と，複数の主体間のネットワー
クの結びつきが生む「連結の経済性」が登場する11)0
主力事業が成熟化した企業では，複数の生産物を個別に作るよりも同時に
作った方が費用が少なくて済むので，多角化やリストラを目指して「範囲」
の経済性の追求が進められるケースが多い。またそれをカバーする手段とし
て，他業種の企業と連携し，「連結」の経済を手に入れようと行動するケース
もよく見られる。また，参入リスクの低減を図るために異業種提携，共同開
発などの形態が選択される。組織が生む一つの限界は，規模がある限度を越
すと官僚制化が進行し，機能が硬直化する退化現象を起こすことである。こ
れを避ける道は，内部的には「組織革新」，外部的には「組織間競争」の環境
が醸成されることが要件である。現代を「混合経済体制」と呼ぶ慣行はミス
リーディングで論理的には「分担経済体制」と名付けるのがふさわしい。主
体分担，費用分担，機能分担のそれぞれについて，分担のルール（枠づくり）
とルート（道づくり）の制度デザインが必要である。分担局面は，公私問の
みならず，公内部では国と地方の役割分担が，私内部では業際化の他，コー
ポレート・シティズンシップ（企業市民）の制度化が含められる必要がある12)。
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上記の宮沢の提起した理論構築が地域経済論わけても総合的・広域的な地
域活性化，政策官庁としての自治体経営，企業市民の行動等に与える理論的
影響は大きい。
4)立地論の立場からの脱「国境」の経済学 (P・クルーグマン）
国際経済学を広い意味での経済地理学ないし地域経済論の一部として捉
ぇ，国際貿易を見直すという，クルーグマンの理論的アプローチは，中谷巌
や大前研ーにより提言されたボーダレス・エコノミー（ワールド）に対する
理論的基礎を与えるものである。クルーグマンは，単純に都市間の距離で外
部経済の効果を測り，国境による区別はしないという立場をとっている。こ
うした立地論の特徴は，①部分均衝論，②不完全競争市場，③規模の経済性
ないしは収穫逓増，④生産要素の移動自由，⑤輸送コスト，ということにな
る。そして輸送コストが低下し，規模の利益が大きいと，産業が国境を離れ
て一地域に集中すると主張する。クルーグマンが扱ったような地域集中化の
プロセスは，地方政府（自治体）によって阻害されない限りスムーズに進行
する。また国の政策介入は自由な私的経済活動を阻害し，国境を越えた地域
集中化のメリットを享受させないことになりかねない。むしろ政策は企業活
動を円滑に進めるように規制緩和を行うことに徹すべきである。企業活動が
多国籍化した場合の貿易統計は，商品が単に国境をどちら側から通過したか
を記録したものにすぎず，国の競争力とは無関係である。国民の生活レベル
を左右するのは，世界市場における競争よりも，国内の生産性の向上という
国内要因の方である，というのである 13)0
クルーグマンの所説は，ヒト・モノ・カネ，各生産要素等の広域的かつ国
境を越えた地域的集中と循環を，いかに地域の経済活性化に結びつけていく
かについて，そして外資や高技術，熟練労働力の積極的受入れ，自由貿易区・
経済特別区の設置など制度変革を含む「内なる国際化」を進めていく上で，
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理論的整合性を与えることになるものと評価される。
5)ニュー・コンセプトの導入
1) ~ 4)で取り上げた経済理論の，地域経済論および地域経済活性化問
題への適用ないし援用が不可欠なことはいうまでもないが，「環境」，「制度」，
「地域」などの有機的連関性を踏まえた関心度の深い「危機管理」，「地方分
権」，「民間非営利組織（ノンプロフィット・インスティチューション）」，「企
業市民（コーポレート・シティズンシップ）」，「広域化」，「政策官庁」，「政策
科学（ポリシー・サイエンス）」，「都市経営」，「デザイン」，「生活者」，「住民
参加」，「創生（クリエーション）」などのニュー・コンセプトの導入と学際的，
トータルシステムに立つこれらのコンセプトの漸新な理論構築が必要なこと
も事実である。
3. 主要指標および経済活動から見た大阪経済の特徴
1)製造品出荷額，輸出入額，地場産業，高齢化率，世帯当り乗用車保有
台数，持ち家比率，道路舗装率等で比較優位に立つも，生産・分配国民
所得，消費支出，財政・金融面で格差目立つ大阪府経済（東京都との対
比）と新総合計画（大阪府， 91年9月）
世界の GNPの約1.5%を占め，韓国やオランダを凌ぐ大阪府経済の地位の全
国シェア比を主要指標毎に東京都と対比させたものが，第1表である。第 1表
をみていく際、大阪府対東京都の人口比は 1: 1.35である。従って指標が一人
当り府民所得を除いて1.35以上の格差を示していると、東京都に比べ大阪府の
方が経済集中度が低く，経済効率が悪いということになり，地盤沈下を色濃く
反映していることになるわけである。
最近のデータに限ってみると，府内総生産2.2,府民所得（分配） 1.8 (1人
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当り府民所得は東京は大阪の1.3倍），一世帯当り消費支出（平成5年）は東京
39.5万円，大阪34.6万円，財政・金融面にいたっては，国税徴収決定済額3.0,
法人税徴収決定済額2.9,地方債発行高3.1,全国銀行預金残高3.2,全国銀行貸
出残高3.4,手形交換高，株式売買高になると， 9.6,5.5と，代表的マクロ指標
で大きな格差を示すにいたる。卸売販売額，小売販売額（昭和57年）も2.3,1. 7, 
内飲食店販売額（平成4年） 2.1と東京が上回り，僅か輸出額，輸入額が1.4,
1.1 (昭和57年）とほぼ互角。製造品出荷額は0.9と絶対額でも優位であるにす
ぎない。他に大阪府が東京都に比べて活力として優位なのは地場産業数とその
第 1表 主要指標から見た大阪府経済の地位の推移（全国比）
ー東京都との対比一
＼ 項 9
昭和 平成
60 61 62 63 元 2 3 
大阪 7 .2 7 .2 7. I 7 .I 7.1 7 .I 7 .0
人 口
東京 9.8 9.8 9. 7 9. 7 9.6 9.6 9.6 
大阪 8.8 8.6 8.5 8.5 8.4 8.3 
府内純生産
東京 17 .9 18.2 19.0 18.3 18.6 18.4 
大阪 8.4 8.3 8.1 8.0 8.0 8.0 
府民所得
（分 配） 東京 14.3 14.5 14.5 14.6 14. 7 14.5 
一人当り 大阪 117.6 116.2 113.2 112.6 113.3 113.7 
府民所得
（全国=100) 東京 146.3 148.6 149.3 151.0 152.5 151. 7 
就業人口 大阪 7 .0
事業所数 大阪 8.1 8.1 
従業者数 大阪 8.6 8.6 
大阪 8.3 8.2 8.0 8.0 7 .8 7 .6 7.5 
製造品出荷額
東京 7 .2 7.2 7 .2 7 .2 7 .I 7 .I 6.8 
大阪 16.0 - 15.9 - 15.1 
卸売販売額
東京 36. 7 - 34.0 - 34.7 
(%) 
4 備 考
7 .0 総務庁「日本統計年鑑」
9.6 （国勢調査結果及び推計）
ー 経済企画庁「県民経済計算年
報」（年度）
6.9 総務庁統計局「就業構造基本調査報告」（有業者）
総務庁統計局「事業所得計調
査報告」
- (農林水産省、公務は除く）
通産省「工業統計表」
通産省「商業統計表」
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（続）
(%) 
項目
＼昭:1. 1.1"'·~ 成 I' 備 考
小売販売額I大阪 I1.s1 -I -I s.01 -I -I s.11 -I通産省「商業統計表」
輸出額（近畿圏） I大阪 I23.4 I 22.11 21.9 I 21.6 I 2u 1 22.0 I 21.9 I 22.0 I大阪税関
輸入額( I ) I大阪I19.6 I 23.3 I 21.s 1 22.21 22.31 21.21 21.31 21.s 1大蔵省「通関統計」
手形交換高I:I :I 7::: I 8::: I 8:::I 8::: I 8::: I 8::: I 8::: Iをと：:~:::; 
大阪 I11.11 11.31 11.41 13.o I 11.31 10.s 1 10.6 
全国銀行預金残高
東京 I3. 7 
全国銀行貸出残高
?
~~ 
??????
??
?
。。?????????????? 、
????、??? ?
・~
??????
???????????????????
??????
株式売買高
大阪 I12.5 I 12.21 11.s 1 9.7 I 9.8 I 11.s 1 10.21 14.6 I大阪証券取引所「統計年報」
東京 I83.3 I 82.9 I 83.6 I 86.1 I 86.9 I 84.4 I 86.8 I 80.4 I (株数比、歴年計）
国税徴収決定済額 大阪 I11.21 10. 71 10.8 I 10.9 I 11.4 I 11.3 I 10.8 I -I国税庁「国税庁統計年報書」
東京 I31.s 1 34.3 I 36.2 I 36.3 I 36.2 I 33.4 I 32.3 I -I c年度計）
：人定税済徴：［こごI: I :I :I :I :I :I :I □ I 届i:~万十 会社臨時特別税を
（出所）大阪府編『平成6年版大阪経済白書』（大阪中小企業情報センター） 1994年，
続32-33ペー ジ。
出荷額14), 高齢化率 (9.7%,10.6%), 世帯当り乗用車保有台数 (0.6台， 0.56
台），持ち家比率 (49.5%,41.4%), 国・県道舗装率 (98.9%,92.5%), であ
り，新車販売台数（平成6年3月末）は1.4と互角，新設住宅着工戸数（平成5
年）は大阪府の1.6倍，公共下水道普及率は (67.0%, 90. 0%)と東京都が優位
である 15)。
大阪府では，交流と創造，新しい豊かさの先導を目指して，「大阪府新総合計
画」 (91年9月）を策定した。多極分散型国土形成の先導役を果たし，快適で暮
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らしやすい都市づくりを進めるものであり，計画の目標年次は， 21世紀の第 1
四半期 (2025年）を見通しつつ，おおむね平成13年 (2001年）としている。 1994
年3月末現在の府人口854万人が， 2001年920万人， 91年度の府民総生産39兆円
が， 2001年には55兆円（昭和60年価格）， 1989年~2001年4.25%の高めの成長率
を想定している。超高齢社会への対応として，「大阪府高齢者保健福祉計画」を
策定し，ベイエリアが開く21世紀の顔として，関西国際空港全体構想早期実現，
大阪ベイエリアの開発整備，新「関西」創生に向けて，広域的な連携軸として
世界都市関西の構築を図っている 16)0
2)工業の他，商業・貿易の実績でも比較優位に立つも，生産，分配，金
融面の代表的マクロ指標や大企業の集中度での格差縮まらない大阪市経
済（東京都区部との対比）と総合計画21(大阪市， 90年10月）
大阪市の経済活動のマクロ指標の集中度の全国比を，東京都区部等との対比
も考慮して表式化したのが第2表である。東京都区部との対比を中心に見てい
くので，前節と同様，大阪市対東京都区部の人口比， 1 : 3.14をベースにして
おくことにしよう。
「都市データパーク1995年版」（東洋経済新報社）によると， 685都市中，住
み良さ順位431位，住み良さ格付Cランク，安心388位(C)'利便129位(AA),
快適627位 (E),富裕331位 (B)とはかばかしくない。これは東京都区部にお
いても同様である。昼間人口比率は東京都区部を別にすれば， 145.95%,小売
吸引人口は413万人で市人口248万人の1.7倍弱，と第1位である。
さて，東京都区部との対比において， 3.14を上回るものは，市内総生産（名
目） 4.0, 市民所得（分配） 4.3, 資本金1億円以上企業数4.1,手形交換高10.3,
株式売買高8.6,全国銀行貸出残高4.0,全国銀行預金残高3.9,次に3.14を下回
るものは，都市圏人口1.9, 事業所数（民営） 2.4, 従業員数2.7, 工業出荷額等
1. 7, 卸売販売額2.6, 小売販売額2.6,百貨店売上高2.0,輸出額2.5,輸入額2.2
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第2表経済活動の集中度
（＊印は東京都全域の数値）
実数 全 国 比(%)＼ 年次 単位 大阪市 大阪市 東京区肖名古屋市 横浜市
面 積 1993年 km' 220.45 0.06 0.16 0.09 
人 ロ 1990年 人 2,623.80) 2.1 6.6 1.7 
世帯数 1990年 世帯 1,050,560 2.6 8.3 1.9 
都市圏人口 1990年 千人 16. 742 13.5 25. 7 6.9 
市内総生産 1991 
億円
（名 目） 年度
217,181 4.6 *18.4 2.8 
市民所得 1991 
同上
（分 配） 年度
123,636 3.3 * 14.1 2.1 
事業所数
1991年 所 270,874 4.1 9.7 2.4 
（民営）
従業者数
1991年 人 2,604,943 4. 7 12. 7 2.6 
（民営）
資本金1億円
1991年 社 2,125 8. 7 35.8 3.5 
以上企業数
工業出荷額等 1992年 億円 77. 763 2.4 4.1 1.9 
卸売販売額 1991年 同上 745,624 13.0 33.9 8.3 
小売販売額 1991年 同上 56,053 4.0 10.5 2.4 
百貨店売上高 1993年 同上 13,300 14.8 28.0 5.4 
輸出額
1993年 同上 17,253 4.3 11.0 12. 7 
（大阪港）
輸入額
1993年 同上 15,072 5.6 12.4 8.2 
（大阪港）
手形交換高
1993 
同上 2,617,078 8.0 82.4 3.0 
年度
株式売買高
1993年 百万株 10,440 10.3 85.9 2.8 
（一部・ニ部）
全国銀行 1993年
億円 500,300 10.6 42.6 3.1 
貨出残高 9月末
全国銀行 1993年
同上 370,347 8.1 31.8 3.1 
預金残高 9月末
（出所）大阪市経済局編『大阪経済のあらまし 1994年度版」
大阪都市経済調査会， 1995年， 106ペー ジ。
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2.6 
2.9 
2.4 
2.9 
1.8 
2.2 
2.2 
1.9 
1.6 
2.6 
3.1 
17.0 
8.3 
0.5 
2.1 
2.1 
資料出所
建設省
国土地理院調べほか
総務庁「平成2年国勢
調査」
同上
同上
県民経済計算年報
（平成6年版）
同上
総務庁「平成3年事業
所統計」他
同上
総務庁「平成3年事業
所統計」他
通産省「平成4年工業
統計表」
各都市主管局「平成3
年商業統計調査」
同上
日本百貨店協会調べ
日本貿易会
「近畿地区の貿易」
同上
全国銀行協会連合会
「金融」
大阪証券取引所
「統計月報」
全国銀行協会連合会
「金融」
同上
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である．総じて大阪市経済は東京都区部に対して，府の場合と比べて，工業出
荷額の他，卸・小売販売額，輸出入額等多くの指標で優位に立っている。ただ
代表的なマクロ指標である生産，分配，金融面と大企業の集中度において格差
はそれほど縮小してはいない。これは，本社，本店の「世界都市」化と許認可
行政の東京への一極集中による市場，取引高の大きさの違いから来るものと考
えられる。これからの大阪は，国際都市として，「アジアの中での，西日本の中
での大阪ないし関西」を目指すべきであろう。
大阪市では，「大阪市基本構想」に基づき， 21世紀に向けた大阪市のまちづく
りの基本方針となる「大阪市総合計画21」を90年10月に策定した。この総合計
画21は，構想編と計画編で構成されており，このうち「構想編」は， 21世紀中
葉を展望し，住（市民生活）・職（経済）・遊（文化・アメニティ）のバランス
の取れたまちづくりの目標を示したものである。その場合，まちづくりの目標
は，①生涯を健康で安心して暮らせるまち，②豊かでいきがいある大都市生活
を楽しめるまち，③新しい文化を創造し発展するまち，④社会の発展を先導す
る創造的な経済のまち，⑤世界に開かれた交流のまち，となっている。
一方，「計画編」は構想編で示した目標の達成に向けてのまちづくりの施策の
方向で，目標年次は2005年，計画の基本指標は，常住人口280万人(94年3月末，
248万人），内65オ以上の高齢化率17.5%程度(90年10月1日現在 17 .8%), 昼
間人口比率146.4%(90年10月1日現在 145.0%), 市内就業者数260万人(90年，
246万人），実質経済成長率 (1990~2005年） 4.3%程度 (75~85年 3.3%) と
想定している。最後の成長率は1.3~2.0ポイントほど高めの設定で，財政計画
の面で「総合計画21」の完全実施を支えていくことはむずかしいのでは，と危
惧される。「新しい大阪の創造に向けて」の12のテーマは，①新しい「水の都」
の創造，②花と緑あふれるまち，③にぎわい大阪，④住みよいまち大阪，⑤生
涯健康都市づくり，⑥明日を担うなにわっ子，⑦いきいきとした長寿社会，⑧
新しい文化と産業を生み出すまち，⑨アジア・世界をつなぐ交流プラザ，⑩国
際協カセンター大阪の創造，⑪都市活力を支える新たな都市基盤づくり，⑫フ
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ロンティア空間の開拓，である。そしてこれらのテーマ実現のための「まちづ
くり計画」は，①健康で安心できる生活（保健・医療・福祉，環境保全，防災），
②心豊かでいきがいのある生活（人権，教育・学習，労働・余暇，コミュニテ
ィ・ボランティア），③魅力ある大都市居住（住宅・住環境，消費），④創造性
に満ちた大阪文化（生活文化，芸術，学術，スポーツ），⑤活力ある経済・産業
（経済中枢機能，都市型成長産業，中小企業），⑥多彩な交流と世界への貢献（国
際交流・協力，観光，情報創造•発信），⑦アメニティ豊かな空間（水・花・緑，
文化的魅力，まちなみ），⑧確固たる都市基盤（総合交通体系，情報・通信体系，
供給処理体系），となっている。都市空間整備の進捗状況を見ると，市域の計画
的整備として，中心市街地-——都市の再編・強化―と，臨海地域一臨海部
における新都心の形成一の整備が産出効果の点からも急務であろう 17)0
最近，公私の役割分担に基づく大阪市の実験プロジェクト「高齢者地域支援
システム 18)」が登場しているが，これは，リンケージ政策の視点からのコミュニ
ティづくりの一つの方向を示唆している，といえよう。
バブル景気時に集中投資が行われ，今日も進行中のベイエリア開発・都心地
区の再活性化，いわゆる大阪ルネッサンスの展開に伴う光と影の二極分化のお
それが，大阪では，東京フロンティア計画見直しの東京以上に，このまま放置
しておくと，顕在化してくる可能性が強い。影のインナーシティの部分に，大
規模なリンケージ政策が市債に依存してでも総合的かつ整合的に採られること
が，社会的不均衝の是正，魅力あるまちづくり，そして経済波及効果の点から
も望ましい。大阪市でも住宅建設促進のため資金融資・補助と共に，「都心住宅
優遇ボーナス制度」，「船場都心居住促進地区ボーナス制度」（容積率の緩和）が
大阪市都市整備局で91年，採用された。成田も説くように，①陰路の大きい住
宅供給には可能な限り多様な手法を動員し，②現在，住宅のみに限定されてい
るリンケージの対象を，地域の状況に合わせてより広い基盤施設まで拡張すべ
きであろう 19)。さらに，アメリカにおいて連邦政府の支援によって着実な成長と
多様な展開を見せている CDCs(Community-based Development Corpora-
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tions)に代表されるコミュニティにベースを置いた，非課税組織の資格を有す
る非営利セクターや公共・民間の両セクターを含むハウジング・パートナーシ
ップのような組織の出現と発展が望まれる。小玉徹，平山洋介が指摘している
ように，低所得層への住宅供給は確実に貧困問題に関与し，近隣の物的，社会
的再生にも貢献するであろう 20)0
4. 大阪湾ベイエリア開発とその期待度
1)大阪都市圏を支える大阪港と大阪市大阪湾臨海地域
大阪市を核とする半径50kmの大阪都市圏は，人口1,600万人，従業人口815万
人を擁する一大生産・消費圏を形成している。この一体的都市圏は，大阪市を
中心都市としつつも，京都，神戸等の大都市，奈良に代表される古都 (4都市
ではいわゆる関西， 4府県合わせると関西圏）がその特色を保持しつつ発展し
ており，大阪市とこれらの都市ないしは都市間を結ぶ軸上に人ロ・産業が高密
度に集積した多核ネットワークの広域圏域なのである。核の役割を担う大阪市
の市内総生産額は91年度21兆7,181億円（名目）で，全国の4.6%,近畿地域（関
西圏に滋賀，和歌山を加えた 2府4県，人口2,026万人，全国比16.6%)の27.5
％，大阪府の54.7%,世界のGNPの約1.5%を占めており，韓国やオランダを
凌いでいる。参考までに近畿地域は世界の約3.2%を占め，カナダやスペインを
凌ぎ，アジア NIEsの合計にほぼ等しい。次に大阪市の産業構造は，産業別の就
業人口比率では，第1次産業0.1%,第2次産業35.5%,第3次産業63.6%(90
年），製造業出荷額等は 8兆1,577億円，卸売業の年間販売額は74兆5,623億円，
小売業の年間販売額は 5兆6,053億円であり，大阪府全体に占める割合はそれぞ
れ32.1%,86.0%, 49.0%となっている (91年）21)0 
大阪都市圏を支える大阪港の94年の港勢は，入港の船舶6.6万隻，総トン数1.4
億トン，取扱貨物量9,100万トン，内フェリー貨物3,500万トン，外国貿易額316
億ドル。大阪市を中心に張りめぐらされた幹線道路網により，広大なヒンター
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ランドと直結する有利な立地条件と近代的な港湾施設を具えようとしている。
大阪都市圏経済の近幾および全国シェアは，第3表に掲げておいた22)0
第3表大阪都市圏経済の全国シェア
項 日 爪位 大阪都市園ぃ 近畿2府4県⑲ 全国(C) A/C(%) B/C(%) 資 料
人 I.I 人 16,037, 141 20,312,855 124,322,801 12.9 16 3 平成6年自治省「住民基本台帳人口要覧」
世帯数 件 6,045,063 7,281,422 43,665,843 13.8 16 7 平成6年自治省「住民基本台帳人口要覧」
面 積ば 7,348.81 27,15502 377,812.09 20 7.2 ,ヽ.成5年「全国都逍府限区町橋別面積調J
人口密度 人/km' 2,182 748 329 663 2 227.4 、F成6年自治省 I住民基本台帳人口要覧」
大阪市への 人 1,448,765 1,459,309 1,475,682 98.2 98.9 --~ 成2年総理府「国勢調充報告」社間流出人口
製逍業出荷額 百万円 46,353,253 57,946,576 329,520,639 14.1 17 6 平成4年通産な「工業統計表」
小売商店数 所 5511,547 3,890,023 1412 、F成4年通産省「商業統計表J
小売販売額 百万円 24,544,435 143,6()3,828 17.1 平成4年通産省「瓶業統計表J
貿易額 箆円 輸出 80,341 輸出 85,375 輸出 404,975 19.8 21.1 平成6年大蔵省「外国貿易年表」輸入 56,130 輸入 61,277 輸入 281,1143 21.1 21 8 
（出所）大阪市港湾局「PORTOF OSAKA』(1995年） 2ペー ジ。
大阪市においては， 21世紀初頭を目指して，「次代の都市型産業の創出を先導
する高次産業機能，陸•海・空の総合的な拠点を目指す国際物流・国際交通機
能，中枢的な国際交易業務・国際交流機能，学術研究教育機能，情報発信機能，
国際観光リゾート機能および住・職・遊近接の魅力と文化性溢れる都市環境の
実現を図る」ことを重点目標として「大阪市大阪湾臨海地域整備計画」を95年
5月に策定した。このうち「産業構造の高度化に関する事項」として，国際経
済中枢機能の強化，新しい都市型リーディング産業の創出，中小企業を中心と
した既存産業の体質改善・構造転換を三本柱に，産・官・学の協力のもと，施
策を推進していく，としている23)0
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2)「大阪湾ベイエリア開発整備のグランドデザイン」（大阪湾ベイエリア
開発推進協議会， 90年4月），「マリン・コリドール計画」（大阪湾新社会
基盤研究会， 95年8月）と関空など大規模プロジェクトなどの経済効果
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経済界における合意形成，産・官・学が一体となった推進協議体制の整備，
「グレーター・ベイエリア・ルネッサンス構想」 (89年4月）等，関西経済連合
会（以下，関経連）が先導してきた役割は大きい。その後「大阪湾臨海地域開
発整備法」なる特別法成立 (92年12月14日施行）により，大阪湾ベイエリアの
開発整備が国家的プロジェクトとして承認されることとなった。全国政令都市
の中で最初にルネッサンス構想を出したのは，筆者の知る限り，水辺と緑のふ
れあいの‘‘国際テクノロジ一都市”を目指して88年12月策定された「北九州市
ルネッサンス構想」であろう。この画期的な都市再生構想の最終目標年次は，
2005年だが，目指す 5つの都市像コンセプトは，①緑とウォーターフロントを
生かした快適居住都市，②健康で生きがいを感じる福祉・文化都市，③あすの
産業を育む国際技術情報都市，④海にひろがるにぎわいの交流都市，⑤未来を
ひらくアジアの学術・研究都市，である。北九州市ではピッツバーグ・ルネッ
サンス (45年， 69年， 85年の 3期の運動）を推進した ACCD(アレゲニー地域
開発協議会， 43年組織）等の先例に学ぶと共に，ペンシルバニア大学との協同
による「国際東アジア研究センター」を89年度には市立で設立，①環黄海経済
圏形成と北部九州・山口の役割，②アジア4か国のサプLINKモデルの構築と
活用，に大きな成果を挙げている 24)。新しいところでは，関西産業活性化センタ
ーが打ち上げた「関西ルネッサンス」の実現 (95年）がある。そのグランドデ
ザインは，研究開発機能の強化，戦略産業の育成，地域の魅カ・都市の魅力創
出，文化振興，行財政体系の改革，基盤整備，ベイリニューアルの推進から構
成されており，このうち戦略産業の育成には，①先端技術産業の育成，②ニュ
ーファッションコンプレックスの推進，③卸売機能の再生，④情報サービス産
業の育成，⑤アミューズメント産業の推進，⑥金融商品取引機能の強化，⑦ニ
ュービジネスの創出，が取上げられている。関西は総合交通網の充実によって
関西全域がネットワーク化され，均衡ある活性化を図り，関空，学研都市，各
種の都市開発等のプロジェクトを基盤に，人と自然，文化的遺産と産業の調和
する発展を通して文化首都圏を形成しようとするものである25)。
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グレーター・ベイエリア・ルネッサンス構想に話を戻そう。ルネッサンス構
想の中で，① 「職・住・遊・学」が有機的に結合したヒューマンコミュニティ
の創造，②世界をリードするハイフロンティア産業群の集積，③環太平洋にお
けるハブコンプレックスの構築，④各都市の個性を生かしたホロニックポリス
の形成，という 4つの目標が提示されているが，これらは現在でも開発整備の
進め方を考える際のベースになっている 26)。
近畿2府4県（大阪，兵庫，和歌山，京都，奈良，滋賀）と徳島県にまたが
る「大阪湾ベイエリア開発整備のグランドデザイン」（大阪湾ベイエリア開発推
進協議会， 90年4月）は，「大阪湾ベイエリア―世界都市‘関西"形成のフロ
ンティア」を開発整備の理念とし，基本的目標として，以下の6つ，①住・職・
学・遊の諸機能が複合した快適な生活空間の形成，②新たな知的・文化的創造
拠点の形成，③国際交流拠点の形成，④産業の高度化と新たな産業創造・育成
拠点の形成，⑤自然と調和した魅力的な環境の創出，⑥多核ネットワーク型都
市圏の形成，を掲げている27)。
グランドデザインの作成にあたっては，先行的に交通インフラの整備と新た
な環境創造を重視し，民間の創意と工夫を活用しながら需要を創造するという
考えで，新しい都市づくりをしようとしている。その際，関西は，アイデンテ
イティとくクリエイション28)>を高め，東京を経由しない国際化・広域循環化に
よって，東京とは異なった魅力のある＜世界都市29)>を自己組織化によってつ
くりあげていかねばならない30)。従って，吉川和広も提言しているように，高度
成長期の従来の都市計画論である，需要に追随しながらインフラ整備をしてい
く東京型プロプレム解決策は取るべきではない。その際，ィンフラ整備の方策
としては，①開発利益の還元（受益者負担），②インセンテイプとしての財源確
保，③土地収用法が考えられている 31)。 • 
大阪湾には，関西産業活性化センターの調査 (1991年 1月末時点）によると，
面積1ha以上，事業費10億円以上のプロジェクトだけで，関西国際空港（総事
業費3兆円），テクノポート大阪（同 2兆2,000億円），りんくうタウン（同 1兆
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4,000億円），明石海峡大橋（同約 1兆円）など，構想段階のものも含めて130件，
総額15兆円もの官民一体となった大規模開発が目白押しである。大阪湾ベイエ
リアの主要プロジェクトは第1図のように展開しているのである。とりわけ大
阪湾3空港（関西国際空港の全体構想，現在の大阪国際空港＜伊丹＞，神戸空
港）が実現したら，大阪湾ベイエリア開発推進協議会も指摘しているように，
開発の相乗効果で，港湾都市・神戸，商業都市・大阪，観光都市・京都のイメ
ージを連結・融合させる新しい三都論が必要になり，いわば大阪湾が3つの滑
走路を持つ巨大空港になるわけで，京阪神全体が臨空タウン化するはず，とい
う指摘も一部にある 32)0 
紀淡海峡ルー丁
第 1図 大阪湾ペイエリアの主要プロジェクト
トライボートサザン21
泉大津旧港再開発
大阪フェニックス計画（泉大津）
泉大津旧港再開発
二色の浜環境整備事業
りんくうタウン
阪南丘陵開発
コスモパーク加太
和歌山マリーナシティ
（出所）「変貌するベイエリア」『日本経済新聞j1995年 1月1日付。
大阪湾をめぐる開発計画としては，推進協議会の他に，提言段階ではあるが，
関西の産・官・学で組織する大阪湾新社会基礎研究会（会長 長尾義三）が95
年8月23日にまとめた，大阪湾を一周する交通網の整備と海洋環境の改善を同
時に狙う「マリン・コリドール計画」の実現を求める提言がある。その構想と
計画の要旨は，以下の通りである。
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大阪湾の環境と開発を両立させる構想として，鉄道・道路の共同溝を海底に
通し，その上に水質浄化や魚介類の繁殖に役立つ海の浅場などを設ける。また
同計画では，大阪から明石，紀淡西海峡を通り，淡路島東岸まで延びる大阪湾
環状鉄道と神戸ー関西国際空港間を結ぶ鉄道・道路を海底に建設，沿線に「コ
リドール・リンク」と呼ばれる複数の海上都市と，環境改善のための施設整備
を提言している。研究会の試算では，関連施設を除く鉄道・道路の建設費は 5
兆4,000億円。これにより，開発が遅れている淡路島東部など大阪湾ベイエリア
開発を促進すると共に，開西空港，大阪港，神戸港を結ぶ物流拠点が構築でき，
災害時に埋め立て地が孤立する事態も避けられる，としている 33)。マリン・コリ
ドール計画が実現すれば，その経済波及効果は，利用者負担が適正価格にとど
まる限り他のどの大型プロジェクトより大きいであろう。
現在，展開中の近畿圏の事業費5,000億円以上の大規模プロジェクト10件の建
設投資効果は，住信基礎研究所の試算 (93年10月）によると，建設投資額すな
わち直接効果10兆8,000億円に第 1次，第2次波及効果が加わるので合計20兆
円，生産誘発係数1.86。そのうち関西国際空港については，その建設投資効果
は，直接投資効果 1兆4,300億円，波及効果を加えると 2兆3,000億円，生産誘
発係数1.78。開港後の来訪者 1回当りの消費額から算出される消費効果は，年
間，建設投資効果の平均約4倍の4,600億円，消費効果によって誘発された生産
が創出する雇用量に比し，約 8倍の33,000人。物流効果（貨物増の効果）が1兆
9,000億円。大和銀総合研究所の94年7月発表のリポートによると，関空開港は
近畿2府5県（福井県を含む）の域内総生産 (GRP)の成長率を94年度で0.63
%, 95年度で1.56%押し上げることになる。
だが，これらの大規模プロジェクトの大半は，バブル景気の楽観ムードの中
で計画・スタートしたことと，その反動としての平成不況の長期化と景気回復
の遅れ，異常円高の追い打ちもあって，建設投資や企業進出の凍結・延期さら
にはテナントの入居率の大幅ダウン（テクノポート大阪で35%, りんくうタウ
ンで50%以下），りんくうタウンの場合，開業延期や一部にゴーストタウン化の
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現象も見受けられ，莫大な負債を抱えた事業推進者の大阪府や周辺地場産業に
与えるショックも大きい。南大阪の 7商工会議所が中心の「関空地域動向研究
会」の調査では，関空開港が経営面に「ほとんど影響がなかった」と答えた事
業所は 7割を超えている，と云う。
加えて95年 1月17日に発生した阪神・淡路大震災は，阪神地域を中心に約
6,000人の犠牲者，住家全半壊190,000棟，道路損傷9,400カ所に及び，その被害
総額10兆円に達し，ライフライン，都市機能・産業インフラ等に未曽有の災害
をもたらしたが，このことは，大阪の企業にとっても，道路・鉄道・港湾等の
輸送機能の寸断・大幅低下を招くことになり，その経済的損失は大きかった。
また被災地企業側の製品や原材料供給ストップによって大阪でも一時的な操業
停止や生産計画の見直しを迫られたりする企業も続出した。さらに神戸・西宮・
芦屋等にも立地する企業・住民需要依存型の電鉄・百貨店・スーパー等の諸企
業の多くは，営業施設が倒壊，売上高大幅減の深刻な事態を招いた。
震災の関西経済への影響はマクロ経済指標にもはっきり表われている。関西
産業活性化センターが95年2月15日に発表した試算によると，被災地の生産停
滞による生産損失額は少なくとも94,95年度の 2年間で 1兆円，復旧が遅れた
場合は2.5兆円を超える。一方，建築•土木関連の復興需要が 9 兆1,088億円見
込まれ，各産業部門への生産波及額は12兆2,354億円（全国では21兆678億円）
になると試算している34)。
このような大阪湾ベイエリア開発をめぐる光と影の中，運輸省の諮問機関で
ある航空審議会（八十島義之助委員長）が95年8月24日，第 7次空港整備5カ
年計画 (7次空整96-2000年度）に関する中間報告を取りまとめ，関西国際空
港第2期工事の早期着工を，国際ハブ空港へ向けての最重点課題として盛り込
んだ。投資規模は7,230億円。運輸省と地元は4,000m後の平行滑走路を2,007年
を目途に完成させる方針。中間報告では，関西空港の発着能力は2003年にピー
クに達すると予測。「上下（主体）分離方式」の導入も明記。具体的な事業主体
として，用地造成が地元自治体と関西空港会社が出資する新会社（第3セクタ
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一方式），建物など上物は関西空港会社が当たることが決まっている35)。参考ま
でに開港1年の関空， 1590万人，内国際線803万人が利用，国際線は伊丹の43%
増，年間貨物取扱量も国際線35万トン，国内線79万トン，国際貨物は伊丹の73
％増で， とりわけ生鮮品の伸びは著しく，流通コストの削減と時間短縮化によ
り消費者利益に大きく貢献している。
だが建設費が巨額になる関西国際空港 (94年開港） のような場合，新ミュン
ヘン空港 (92年開港） と対比すると，建設費，滑走路の長さと本数の違いが利
用負担を強いていることが分かる。事業費1兆4,580億円，滑走路3,500mX1 
本，国際線着陸料94万8,000円， の関西国際空港に比し，新ミュンヘン空港は，
事業費85億マルク（開港時で約6,900億円），滑走路4,000mX2本，国際線着陸
料44万8,000円，である。また事業費の内訳が，関西国際空港，新ミュンヘン空
港を見た場合，空港施設建設43%,76%, 用地造成費(.取得） 35%, 12%, 
第2図 世界の主な新設・建設予定空港のエ費
（注）カッコ内数字は完成予定年
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連絡橋11%,無，となっているのも，用地費の高さの違いが浮彫になっており
興味深い。関西国際空港以降の空港工費と国際線着陸料を第2図，第3図に掲
げておいた。 24時間海上空港という利点はあるものの，アジアでのハプ空港を
目指し，定着させる上でも，そして国民の大半が利用する時代，赤字国債によ
る国費負担で一定期間，着陸料を軽減（半額近くまで）すると共に，全体構想
の早期実現と国家戦略としての優先順位に基づいた公共事業費．の配分見直し
(95年度予算で空港整備の公共事業費に占める比率は1.4%,漁港整備の 6割程
度）が必要である36)。これによる国費負担のコストは，大阪湾ベイエリア開発の
魅カ・吸引力に拍車され，便数，新路線，旅客数，貨物量の急増となって現わ
れ，着陸料が大幅引下げに，また企業進出原動力に学研都市が関空効果を利用
して技術の架け橋となり，関西とアジア，先進国との貿易拡大により税収増に，
それぞれ繋がることによって，近い将来，十分，カバーしうるものと考えられ
る。
5. 大阪活性化のための提言とポリシー
—広域循環，ネットワーク化，ポーダレス化のうねりと，制度転換·地域
活性化へ向けてのクリエイティプな動き―
1)近畿長期ビジョン戦略と大阪活性化に関する政・財・官各サイドから
のコメント
関西の経営者，学者，ェコノミスト，地方自治体の幹部等149人が選んだ戦後
10大ニュース（「関西経済人・エコノミスト会議」事務局によるアンケート調査）
は，①阪神大震災 (95年），②東海道新幹線開通 (64年），③大阪万博開催 (70
年），④関西国際空港開港 (94年），⑤名神高速道路開通 (63年），⑥第1次オイ
ルショック (73年），⑦湯川博士ノーベル賞 (49年），⑧花と緑の博覧会開催 (90
年），⑨国鉄分割， JR西日本発足 (87年），大鳴門橋完成 (85年）。経済波及効
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果1,000億円に上った阪神タイガース， 21年ぶり優勝は第12位，学研都市街開き
は第21位，神戸ポートピア開幕は第23位であった。他方，関西が期待する未来
10大ニュースは，①関西州の誕生など地方分権，②オリンピック開催，③関西
空港全体構想の実現，④阪神地域の再生，⑤大阪湾ベイエリア開発，⑥サミッ
卜誘致，⑦東アジアの拠点都市に，⑧東阪間を 1時間で直結するリニア新幹線
開通，⑨紀淡海峡大橋（トンネル），⑩ワールドカップサッカー開催，であった37)0 
大阪人ひいては関西人の，自主・独立のフロンティア・スピリッツ，わがまち
優先主義，超交通インフラヘの期待，商い志向と祭り好き，文化，学術分野で
の誇り等が窺える。こうした民間活力による地域活性化の動きは， 21世紀に向
けた近畿圏の社会資本整備のあり方を探ろうと大阪市内で開催された「近畿長
期ビジョンシンポジウム」にも反映している。吉川のビジョン報告によると，
新しい近畿創造の基本理念は，自立と連携によるネットワーク型生活交流圏の
創造であり，基本理念を具体化する将来像として，①安全で安心な生活を保障
する都市圏，②豊かな自然と共生し多様な都市を生かした活力あるネットワー
ク型生活交流圏，③豊かな文化を継承・創造する文化交流圏，④地球社会の核
となる国際交流圏，を想定している。そしてこれを受けたパネル討論を私なり
にまとめてみると，①リダンダンシー（代替性）のある都市機能とりわけ交通・
情報インフラの整備が安全に繋がる。②文化，研究開発，新産業への法人トッ
プの資金援助とボランティア， NGO(非政府組織）， NPO(民間非営利組織）
の組み込み方の検討が社会資本の整備の上で必要になる。③アジアのカネと優
れた頭脳を積極的に活用する。④連邦制，地方への権限委譲等，地方主権を実
現し，東京一極集中是正のシステム作りを考える。の 4点になろう 38)。
上記のパネル討論の中，①の「代替性」には，「複線化」も含まれる。阪神大
震災を例に取ると， JR,阪神，阪急の三路線は震災後，バスで繋げば，相当
程度，輸送力のカバーは出来た．更なる強力な補強として，第4章第2節でふ
れた「マリン・コリドール計画」の実現と，大阪港，神戸港の両港から各エリ
ア毎に放射状に延びた輸送道路の将来へ向けた整備が必要であろう。
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②の「民間非営利組織」ないし「民間非営利センター」は，民間営利セクタ
ーと政府セクターの中間に位置する。例えば，高齢者保護，託児所等の福祉サ
ービス，公園施設，学校教育，文化・芸術活動など「純粋でない公共財の，そ
れも所得階層，ライフステージ，地域特性により公共サービスが異なる場合，
効率とニーズのマッチした分権的な供給システムに，その意義があろう。非営
利組織の活動は，資金面では個人や企業からの寄付に支えられており，人的な
面ではボランティアの労働力に依存している。寄付大国アメリカの場合，公益
活動を行う免税団体への寄付金総額は国内総生産の2%を超える。企業は，フ
ィランソロビー（社会貢献）活動を行うことにより，その企業が生産する商品
のニーズが増加し，高く売れ，同時に質の高い雇用が可能となり，長期的に安
定的利潤増に繋がる39)。またその寄付金が低所得住宅および関連施設に投ぜら
れる場合，ィンナーシティ問題の緩和にもなる。日本でも地域活性化とインナ
ーシティ問題の解決のためにも都市での民間非営利組織に対する寄付免税措置
が検討・実現され，企業市民としての企業の社会貢献が積極的になされるべき
である。
③は，脱国境化の中，「内なる国際化」ということである。輸人製品，外資お
よび人材の積極的受入れ（非関税化と税制面での優遇措置）のための FTZ(自
由貿易地域）が実現し，さらには，外国企業が内国民待遇を与えられ，企業の
合弁・合資化が促進されると，続いて合弁総合商社をも計画されるような金融・
貿易・工業・商業を一体にした「経済特別区」の創設に繋がっていくであろう。
④は，政策官庁としての自治体による都市経営と都市デザインが試めされる
ことになる。また地方分権化の流れの中で，自治体の政策スタッフは，権限・
財源の地方移譲に伴う受皿としての地方制度の改革を推進すると共に，市政へ
の市民参加が進んでいるミュンヘン市のようなところで，「計画の策定過程の他
にも，市民集会などの市民参加のシステムを取り入れ，まちづくりに市民の意
見を反映している」（同市行政部トーマス・ベーレ部長）ことを忘れてはならな
ぃ。都の投入資金1兆数千億円（ほとんどが借金）の産物である臨海副都心一
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期開発が，官主導の果て開発全体について都民，区民参加の形で包括的意見を
聞く機会がなかったことで，結果的に挫折した失敗例を想起すべきである40)。
そこで大阪活性化に関するコメントについて，筆者自身， 94年5月，政・財・
官のトップからご投稿いただき，「関大」（校友会新聞，第442号， 1994年6月15
日付）の中で，「大阪の活性化」と題して掲載させて貰った経緯があるので，ぃ
ま，その要旨を紹介しておこう。
「産業面では，経済のグローバル化に対応する双方向の経済交流の促進を基
軸に，わが国との関係が深いアジア地域の経済の発展に重要な役割を担うこと
により，世界経済の活性化に寄与していきたい」（大阪府）。「『花の万博』に続
く国際的なビッグイベントとして， 21世紀初頭 (2008年）のオリンピック大阪
招致について市民の総意を得て，積極的に取り組んでいきたい」（大阪市長・西
尾正也）。「アジア大平洋トレードセンター (ATC)開業 (94年4月），関空関港
(94年9月）等が契機となり，大阪の中小企業，ベンチャービジネスが一層，
国際化し，新たなビジネスチャンスを得ることを期待したい」（大阪市経済局
長・山幡一雄）。「関西を活性化させていくには，千有余年の文化に根差し，蓄
積された多様なポテンシャルを各層各分野において最大限に顕在化させる仕掛
けと仕組みを構築することである」（関西経済同友会常任幹事・萩尾千里）。「都
市格の向上のため，①中小企業が輝き，新産業の誕生が相次ぐ，②人々の息吹
きを感じ，知的興奮を覚える，③内外に開かれ，特にアジア・太平洋地域との
共存を重視する，そのような都市を目指し，『社会の共感を呼ぶ』活動を展開し
たい」（大阪商工会議所会頭・大西正文）。「人のにぎわい，異文化の交流，情報
の伝達等こそ大阪を活性化させ，大きな経済文化圏に発展させていく。その意
味で，関西国際空港，大阪湾ベイエリア開発，関西文化学術研究都市の十全な
展開が必要不可欠である」（当時，科学技術庁長官・近江巳記夫）。
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ィブな動きー一
地域経済は，矢田俊文によれば，マクロ経済の空間システム，すなわち国民
経済の地域構造（＝国士構造）の部分として位置づけられ，逆にマクロ経済は
地域経済の集合として成り立っている。このマクロ経済の空間システムは，産
業構造がいかなる方向に転換していくのか，そしてリーディング産業がいかな
る立地展開をするのか，調整産業がいかなる地域から後退していくかによって
も規定される。従ってA・プレッドの説く「巨大組織の上からの都市システム
論」からすると，大阪さらには関西圏は， 80年代の成長期に，中枢管理機能の
集積する首都圏の一極集中化と札仙広福と呼ばれる地方中枢都市圏の突出した
成長に比し，停滞という対照的な動きを示したのも，＜消費都市としての成
長41)>より＜管理都市としての成長＞がより強く作用したからである，という
のである叫
これを制度面から強固なものにしているのが，地方交付税，補助金，許認可・
規制行政等で武装されたく官僚制＞という名の中央集権的システムである。だ
が，これからは多分，青木昌彦の指摘にもあるように，政権担当与党・官僚連
合は，福祉受益者，後進グルーブ，衰退産業などに対しては準代理人としての
役割を果たしつつ，他方，民間企業が活性化しているところでは徐々に介入を
控えていくというような事態が到来するかも知れない43)。
中央集権的システムの弊害について，林宜嗣の所説の要旨を補足も交えて紹
介しておこう 44)。欧米先進国にキャッチ・アップするための高成長，福祉重視と
そのためのナショナル・ミニマムの確保。こうした国家目標を達成するために
は，既存の日本の経済社会システムを利用した中央集権的システムによる画一
的財政運営が有効であった。だが，こうしたシステムが地方をダメにしてしま
った。第一は，地域の課題に主体的に取り組む機会を地方から奪い，同時に地
方も怠ってきた。第二は，画ー的な行政サービスの提供による住民の厚生ロス
（付言すれば住民の階層，ライフ・ステージ，まちの特性等の差異による需給
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のミスマッチによるムダなサービスから来る財政の損失）である。第三は，行
政の画ー化によって需要する側（住民）の自由が厳しく制約され，供給する側
（地方団体）で自己改革意欲が夫われ，サービスの質や行政効率が低下し，「最
小のコストで最大の効果」をあげるという責任を軽視しがちになったことであ
る。
地方分権というのは，藤岡明房も指摘しているように，公共財・サービスの
供給だけでなく，供給計画も地方政府が主体となって自立的に行なおうとする
ことである。そして地方政府がそうした方が望ましいのは，①住民の選好が公
共財・サービスの供給に反映されやすい。②費用意識が高められる。③公共財・
サービスの供給をめぐって地方政府間で競争が行なわれ，ティーボーの「足に
よる投票」現象によって都市間に住民移動が生じ，最適人口が形成される 45)0
地方分権化の問題については，高度成長期に入り，地域開発が本格化すると
府県にまたがる行政のウエイトが大きくなり， 69年に関経連が， 70年には日本
商工会議所が道州の設置を提言するなど，財界サイドが府県制度改革を訴える
ようになった。政府も漸く腰を上げ， 95年5月に）は，地方自治の拡大を目指す
地方分権推進法が5年間の時限立法だが成立。政府に推進計画の作成を義務づ
け，権限委譲などに伴う関連法の改正や地方財政措置についても検討の成果を
盛り込ませることになった。
行政の広域化を求める動きは，林によると，①重複投資・行政の解消，②公
共施設立地の困難性，③行政の統一性，④大型財源の必要性，⑤行政サービス
利益の多数地方団体へのスピル・オーバーの存在，⑥規模の経済性の存在，と
なる。また合併によって行政効率が向上し，財政力が向上するのは，都市が隣
接する大都市圏においてであり，地方分権の時代にあっては各都市共，地域の
特性を生かした制度を作り上げることこそ必要である 46)。
その「制度」は， D•C ・ノースによると，「社会におけるゲームのルールで
あり，人々によって考案された制約であり，人々の相互作用を形づくる。従っ
て制度が諸経済の成果に影響を与える。「制度変革は，社会における諸機会を利
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用するために創造されたシステムの生成発展により可能となる47)。」また宮澤の
ように，「主体間の行為に対して，役割期待と動機づけの組織化を規定して，社
会全体にパターン化されたもの」を制度と定義し，制度の取る形態として，法
制，規制，基準などの他，目に見えない慣行，慣習を含ましめる考え方もある。
宮澤は続けて，「市場の失敗を補完するための制度や規制措置は，それが合理的
かつ十分なインセンティブ・コンパティブルな要件を満たせないままなされる
なら，「制度の失敗」ないし「政治の失敗」を必然的に伴う。従って，市場，制
度，モラルの三者が社会経済システムの有効な運営のために位置づけられるこ
とが必要となる」という 48)。植草益になると，「有機的に組み合わされた仕組み
であるシステムが社会の中で一定時期にわたって定常化されたもの」を制度と
考え，その中でも経済制度と経済システム49)は，同義語に理解している。植草に
よると，経済制度というとき，「まず④所有制度（公有か私有か）， (B)需給調整
制度（市場か計画か）を最も基本的な制度として，その下に(a)企業制度， (b)生
産・交換制度， (c)労働・分配制度， (d)財政制度， (e)金融制度および(f)対外経済
制度を副次制度として」，それぞれ捉えている 50)0
このように今日の日本経済は云うまでもなく，地域経済および都市は，制度
面でも，政策面でも，実体面でも数多くの問題を抱えている。これは，日本型
経済社会システムがこれからの経済発展にとって栓桔となってきており，本来，
市場の失敗を補完してきたはずの制度や規制措置が疲労し，マイナスの作用を
惹起しているのである。従って地域経済および都市の将来についても，市場，
制度，モラルが有効に結びついた開かれた新しい経済社会システムの構築と制
度変革・転換へのエネルギーと迅速な行動力が必要となってくる。
いま，大阪市ないし大阪府，さらには関西圏の諸都市が，新しい地域活性化
のデザインを画いていくには， (1)管理都市としての成長ではなく，生産・消費・
交流（流通・交易も含む）都市としての成長， (2)地方分権・規制緩和・競争推
進の方向で，先行投資の権限も付与した企画調整部門を強化し，広域化も取り
入れながら，企業，住民，地域団体等，地域の構成要素をうまく結びつけた政
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策官庁らしい都市経営とビジョン提言， (3)交通・情報は云うまでもなく効率・
公正•安全•安心・アメニティ（快適性）•福祉・環境面での広域ネットワーク
化とコスト低減化，および地域構成員への大いなる便益供与， (4)東アジア，ァ
メリカなどからの外資や企業および高レベルの技術者や人材の誘致と，経済特
別区等の設置，に最重点が置かれるべきであろう。
(1)については，ヒト・モノ・カネが広域循環し，内外共，都市が共栄してい
く方向を目指すべきである。範囲と連結の経済性を組み合わせた企業行動にも
期待したい。 (2)の政策官庁らしい都市経営にとって最も必要なことは，総合計
画に地域特性と地域の魅力を吹き込み，地域にとって優先順位の高い事業から
重点的に予算をつけ，ないしは地方債を発行して着手し，政策の実効評価をし
ていくことである。その意味で政策科学は，今日の自治体行政に必要不可欠で
ある 51)。官僚の行動は，特にわが国の場合，ニスカネン・モデルに示されている
ように，すべての諸官庁が予算，補助金，許認可行政の最大化を目指すことで
政府規模が自己増殖し，各省庁予算は単年度主義ということもあって漸増，補
助金・許認可行政の持続となる。その結果，国家戦略として最優先すべき事業
への重点予算が後手にまわるし，公共サービスが過大供給であるだけでなく，
最小費用によって供給されないという意味での非効率も生じてくる52)。官僚制
の幣害を防ぐ方策として，天下りの禁止，偏差値絶対型の採用試験の見直し，
マル秘以外の情報開示，民間トップ大企業並みのベース・アップ等が考えられ
る。もっとも政令都市クラスの自治体では，予算の単年度主義の幣害以外，中
央官庁に比べると改善が見られる。その他，官僚には，上意下達が優先し，市
場（民意や社会的ニーズ）から遊離した制度，政策が維持されやすい53)。ただ，
自治体では首長が政治における「市場のテスト」を受けるので，一つの歯止め
となっている。
(2)および(3)に関連したものとして，自治体の特定事業の民間企業への，コス
ト削減と迅速化のためのアウトソーシング（外部委託）と民間非営利組織54)
(NPO)の活用がある。後者の NPOの活動資金源をみると，アメリカの場合，
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①会費・サービスおよびその他の営利事業収入 (5割），②政府・公的資金 (3
割），③民間寄付 (2割）に分けられる。税制上の優遇措置は，法人税の非課税
と寄付金免税の二種類がある。一人当り寄付額は，年409ドルに上る。こうした
活動を促進するには，①活動組織に法人格を与えやすくする。②税制等により
支援措置を講じる。③活動に参加する意欲のある多数の人々に必要な情報を提
供するシステムを構築する，などの提言も経済企画庁国民生活局サイドからな
されている55)。阪神大震災を契機に，日本国内でも，在阪企業と個人も含めてフ
ィランソロビー活動（ポランティア活動と寄付活動を合わせた＜社会貢献＞）
が大規模かつ集中的に行われた。阪神大震災後，企業，企業組織体（例えば経
団連等）がポランティア組織と協力しながら「ネットワーク型の対応」を行っ
ていたのである56)。今後，災害の他にも，地域の活性化を目指したり，芸術・都
市デザイン・文化活動を促進する民間非営利組織が湧出することを期待したい。
「安全」，「安心」の裏返しは，「リスク」であるが，これまでのリスクは，①交
通事故，②火災，③病気・怪我，④失業であり，個人，企業レベルで保険が掛
けられており，その限りでは支障がなく，広域ネットワーク化の必要もなかっ
た。だが現代社会の「新たなリスク」として，①資産のリスク，②長寿のリス
ク，③転職のリスク，④攻めのリスク，⑤賠償のリスク，⑥最期のリスク，そ
して「拡がるリスク」として，⑦大都市災害，⑧国外のリスク，⑨情報化のリ
スク，⑩環境リスク等が登場する。当然，情報開示と自己責任，保険，国と自
治体の負担度，フィランソロピー活動等の問題が出てくる57)。同時にリスクに対
して広域化の利点も生かしたネットワークづくりも必要になる。
(3)については，先ずヒト・モノ・カネ・情報の内外広域循環のメリットを相
互に享受しうる都市間，地域間の協調体制の確立が必要である。いま，アメリ
力には265もの「エッジシティ」（大都市近郊に点在する新しい郊外都市）が存
在する。田渕隆俊の指摘にもあるように，首都圏では埼玉県の大宮市や茨城県
の土浦市のような業務核都市に都心のオフィスが移転しつつある。このエッジ
シティの間を情報スーパーハイウェーや高速道路が駆け抜けるような都市シス
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テムヘ移行すると，住宅通勤の混雑，住宅過密を解消するばかりでなく，新た
な分散が進み，東京や大阪の大都市圏の活性化や交通・環境の良化にも繋がる
ものと考えられるのである 58)。次に，地方分権の推進が必要である。これについ
ては，前の(2)にも関連するが，土地流動性を高めるための地価税凍結，ベンチ
ャービジネス向け法人税引下げ，アメリカ型地方消費税の導入，地方交付税依
存度の低下，起債許可制の全面廃止と地方債市場の整備・育成や外債等資金調
達方法の多様化，国・公有不動産証券の創設等， ドラスティックな制度転換が
緊急に検討・実施されるべきと考える59)。(4)については，例えば経済特別区を出
入りするヒト，モノ，カネの内なる国際化に対し，非関税，税制面の優遇措置
は云うまでもなく超割高の国際便着陸料，高速道路料金，ガソリン料金の一定
期限，特別割引措置が必要であるし，同時に，規制緩和と市場開放を進め，モ
ノ，サービスについての内外価格差が海外からの来訪者に理解できるレベルま
で是正されていく努力が必要であろう。クルーグマン流に云うなら，輸送コス
ト，労働コスト，価格が低下，規模の利益が大きいと海外から産業が国境を超
え大阪• 関西に集中するのである。
筆者は， 8年前，クリエーション・オオサカを求めての究極のビッグ・プロ
ジェクトー―—ディズニーワールドを越える大型海上フェスティバル・ハイテク
レジャーランド，仮称「ザ・クリエーション・オオサカ・ワールド (COW)」
を大阪湾上に を提言したことがある60)。天保山ハーバービレッジ（海遊館，
サントリー・ミュージアム，天保山マーケットプレイス，観光船サンタマリア
の4点セット），コスモスクエアにある ATC(アジアトレードセンターの略。
国際卸売マート ITM十アメニティゾーン・オズ）， JR大阪環状線大正駅近くに
97年に誕生する世界初のマルチドーム「大阪ドーム」（大阪初の多目的全天候型
ドーム。年間集客動員550万人）， USJs1>(ユニバーサル・スタジオ・ジャパン。
一期施設で初年度く2001年開業の見通し〉集客人員800万人），舞洲の，水とみ
どりのアーバンリゾート＆スポーツアイランドなどの展開を見ると，先きの提
言が的を得ていたことが分かり，ほっとしている。だが，大阪の活性化に息吹
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きを与え，果実をもたらすのは，多分，共栄，競争，国際化を志向するクリエ
イティブな大阪人のユニークな感性とエネルギッシュな行動であろう。これこ
そ大阪いや関西ルネッサンスの原動力である。
最後に，経済のボーダレス化の中での大阪ひいては関西の活性化の方向ない
しポリシーについてデザインしてみたい。私見によれば，以下の 7つになる。
(1)航空，港湾，道路のアジアのハブ基地へ向けてのインフラ整備の拡充と施設
利用の低科金化と規制緩和・市場開放による価格破壊の奨励。 (2)大阪湾ベイエ
リア開発や都心地区再活性化つまりアーバン・ルネッサンスと取り残されたイ
ンナーシティヘのリンケージ政策（低所得者を遠くに追い出さない再開発）の
調和および安全重視の危機管理型都市の実現（陸海空インフラおよびライフラ
インの複線・代替化）。そのための民間非営利組織 (NPO)の育成・拡充と在阪・
関西系企業のフィランソロピー活動の支援強化。 (3)ネットワークシステムの早
期実現を可能にし，資本・労働・土地コストを下げ，生産性を上昇・余暇時間
を増大させるエッジシティ型都市システムヘの移行（安心度，利便性，快適度
のレベルアップにも繋がる）。 (4)親・水・遊を生かしたデザイン関連産業，地場
産業，ベンチャービジネスと職・住・遊・学の有機的結合のとれた都市景観の
両立。 (5)不良債権の一掃化，土地の流動性促進のための「不動産証券市場（証
券化，小口化）」，高付加価値型ベンチャービジネスの育成・成長のための「ベ
ンチャーキャピタル市場」の創設および大規模プロジェクトの際の地方債の証
券化。企業側のディスクロージャー（企業情報開示制度）と投資家側の自己責
任制度の徹底化。 (6)景気・国際化・高齢化・リスク（新たな，拡がる）の 3K+
R対応の広域圏域および都市の開発。 (7)上海浦東新区型の経済特別区実現へ向
けての環境整備 (ATC,WTCに隣接した遊休工業地および周辺部の新規埋め
立ての展開）。
また従来の多極分散型とは異なった東京圏を経由しない「多核圏域型広域都
市循環ネットワーク 62)」のもつ集積力，協調性，調整力，競争力の相互活用を生
かした線と点は，関西国際空港，大阪ウォーターフロント，大阪湾岸道路，関
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西学術研究都市などを起爆剤にした大阪からみると，瀬戸内，日本海，環黄海，
東アジアであり，重点都市は関西を中心に，新潟，福北（福岡・北九州），ソウ
ル，大連，上海などとなろう。ヒト，モノ，カネ，情報の内外広域循環が生産，
流通，消費活動を通して量的拡大，質的深化，加速化していく時代が始まる。
東京一極集中是正，共存共栄の旗振り役として， APECを真近かに迎え，関空
全体構想の早期実現を働きかけ，サミット誘致，オリンピック招致に傾き，さ
らには伊丹空港跡地に新国会議事堂を，と夢見る大阪と大阪人，関西と関西人
の，行動とバイタリティの真価がいま問われようとしている。でも筆者は，ゥ
ォーターフロントでの商いと生活に最もふさわしい人は，と聞かれたら親水遊
人（しんすいあそびびと）と答えたい63)。
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